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１．はじめに

国総研の研究方針に、基本姿勢として「広く産学官

との技術の連携・融合を図り、新たな技術展開を目指

す」、研究の心構えとして「自らの強み･弱みを認識し

た上で、外部とも連携して効率的な研究体制を構築」

とあり、産学官連携による研究をコーディネートする

ことも重要な役割のひとつである。行政機関や民間・

大学等との連携や協力のもとで多くの研究が行われて

いるが、ここでは代表的な制度や事例を紹介する。

２．関係行政機関との調整・連携事例

国総研では、政策展開に直接つながる事業費予算等

による研究を本省等との連携のもとで多数実施してい

るが、特に大規模な研究課題を構成する例として、総

合技術開発プロジェクト（総プロ）と行政部費事項立

て予算がある。総プロは、建設技術に関する重要な研

究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課

題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり、産

学官の連携により、総合的、組織的に研究を行う制度

である。行政部費事項立ては、財務省から直接査定を

受け、新たな政策の創出につながる総合的な研究を行

う予算である。30年度に実施した総プロ課題を表１に、

行政部費事項立て予算による研究を表２に示す。

３．民間・大学等との連携事例

代表的な連携手法である共同研究や委託研究の他、

限られた研究資源の下で最大の成果を得るための多様

な連携が実践されており、表３の通り類型化される。

表３ 民間・大学等との連携事例の類型

Ⅰ．国総研として制度化されているもの
①共同研究、②委託研究（研究所公募型）、
③委託研究（審議会公募型）、④他省庁予算（SIP）

Ⅱ．他機関で制度化されているもの
⑤技術研究組合

Ⅲ．制度規定はないものの一定程度確立しているもの
⑥技術公募、⑦社会実験、⑧研究会・勉強会

Ⅳ．運用の工夫で進めているもの
⑨本省の政策展開との連携、⑩自治体事業との連携、
⑪学民との勉強会

平成30年度の委託研究（②、③）の実施件数を表４

に、共同研究（①）を表５に、委託研究（研究所公募

型）（②）を含む代表的な連携事例を表６に示す。

表４ 平成30年度の委託研究の実施件数

類型 審議会等名称 件数

研究所公募型 3

本省審議会公募型

新道路技術会議 29

河川砂防技術研究開発 10

下水道B-DASH 18

次世代インフラ点検システム開発審査委員会 1

研究のコーディネート

表１ 平成30年度に実施した総合技術開発プロジェクト ※研究期間は平成年度

課 題 名 研究期間 担当研究部・センター 関連記事

防火・避難規定等の合理化による既存建物活用に資する技術開発 28～32 建築、都市

ＩＣＴの全面的な活用による建設生産性向上に関する研究 29～32 社会資本マネジメント

新しい木質材料を活用した混構造建築物の設計・施工技術の開発 29～33 建築

AIを活用した建設生産システムの高度化に関する研究 29～32 社会資本マネジメント

成熟社会に対応した郊外住宅市街地の再生技術の開発 30～34 住宅、建築、都市

表２ 平成30年度に実施した行政部費事項立て予算による研究 ※研究期間は平成年度

課 題 名 研究期間 担当研究部・センター 関連記事

木造住宅の簡易な性能評価法の開発 28～30 建築

建築設備の自動制御技術によるエネルギー削減効果の評価法の開発 28～30 住宅

高潮災害に対する港湾地帯の安全性の確保に関する研究 28～30 沿岸海洋・防災

既存港湾施設の長寿命化・有効活用のための実務的評価手法に関する研究 28～30 港湾

社会資本整備プロセスにおける現場生産性向上に関する研究 28～30 社会資本マネジメント

水防活動支援技術に関する研究 29～31 河川

避難所における被災者の健康と安全確保のための設備等改修技術の開発 29～31 建築

建築物のエネルギー消費性能の向上を目指したファサード設計法に関する研究 29～31 住宅

多様化する生活支援機能を踏まえた都市構造の分析・評価技術の開発 29～31 都市

地震火災時の通行可能性診断技術の開発 29～31 都市

地震災害時における空港舗装の迅速な点検・復旧方法に関する研究 29～31 空港

下水道管路を対象とした総合マネジメントに関する研究 30～32 下水道

大規模地震に起因する土砂災害のプレアナリシス手法の開発 30～32 土砂災害

建築物の外装・防水層の長寿命化改修に資する既存ＲＣ部材の評価技術の開発 30～32 建築

ライフステージに即したバリアフリー効果の見える化手法の確立 30～32 住宅

緑地等による都市環境改善効果の定量的評価手法に関する研究 30～32 都市

大規模地震時の港湾施設の即時被害推定手法に関する研究 30～32 港湾
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１．研究の背景と目的 

省エネルギー基準の見直し等、省エネルギー施策

の検討には、建築物の省エネ性能の実態を的確に把

握することが必要である。省エネルギー基準の評価

結果に関する情報は年間18,000棟（非住宅建築物）

ものデータであり重要な役割を果たすが、現状では

国土交通省からの依頼で所管行政庁等が（紙の資料

から値を抜き出して）集計して報告を行っており負

担が大きい。また、負担を考慮して収集する情報を

限定しているため、詳細な情報が入手できず、膨大

なデータがあるにもかかわらず、有効に活用できて

いない。そこで、「省エネ基準適合性判定プログラ

ム（Webプログラム）」1)への入力情報及び計算結果

を、暗号化したうえでサーバ上に保存し、これを分

析することで省エネ基準改正や研究課題立案のため

の基礎的情報を得ることを試みる。 

２．有効データの抽出スキームの構築 

サーバー上のデータには、設計段階の最終版では

ないデータも混入しているため、次の手順で有効デ

ータの抽出を行う。 

1) 所管行政庁等が、届出された計算結果（Webプ

ログラムの出力ファイル。印刷され紙で提出さ

れる）に印字されている「XML-ID」と「再出力

コード」をExcelファイルに入力して、国土交

通省に報告する。 

2) 国総研は国土交通省から情報を受け取り、サー

バー上のデータを検索し（「XML-ID」がデータ

の識別名である）、暗号化を解除する（「再出

力コード」が解凍パスワードである）。

 なお、1)の作業を省力化するために、ID等の情報

を簡易に読み取るためのQRコードを付与した。また、

情報の入力ミスがないかを確認するためのチェック

ツール（Excel）を開発して配付した

３．収集と分析の試行 

試行として一部の行政庁から約6000棟のIDを入手

した。分析結果の例として、床面積あたりの外皮面

積の関係を図１に示す。この情報は、現在検討中の

小規模建築物の評価法を構築する際に必要となり分

析を行った。この分析を行うためには、各建築物の

外壁や窓の面積を把握する必要となるため、従来の

調査方法による情報ではこのような詳細分析を行う

ことは不可能であった。 

図１ 床面積と外皮面積の関係（関東地区,事務所） 

４．まとめと今後の課題 

本研究で構築したスキームにて、行政負担を減ら

しつつ、省エネルギー設計に関する有益な情報が確

実に得られることが判った。次年度には平成30年度

分の全てのデータが得られるため、我が国の省エネ

ルギー設計の実態を分析する予定である。

☞ 詳細情報はこちら

1) 建築物のエネルギー消費性能に関する技術情報

https://www.kenken.go.jp/becc/index.html
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